
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

(1)

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

消防本部によっては、実施機会が少ない。

実施機会の少ない消防本部において、実施機会の確保を図る必要がある。

％

94.00

49.80

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

事　業　費（b）（千円） 1,041,797 14,084

単位

46.60

１　消防関係の各種統計を集計分析し、消防防災行政施策の基礎資料とする。　１）消防関係各種統計電算処理委託する。
２　県民の救急救命効果を向上させるため救急業務の高度化を図る。　１）救急救命士の要請　２）消防と医療機関の連携（メディカルコントロール体制
　の整備）３）市町村消防の支援のため、現場救急業務が可能となる救急ヘリコプターの体制整備を図る。
３　消防救急デジタル無線の広域共同整備を支援する。　１）消防救急デジタル無線整備の内、共通波整備を県が受託し、市町村消防の整備を支援する。
　（※消防救急デジタル無線の広域共同整備については、平成２６年度で終了した。）

　気管挿管のできる救急救命士の割合については、各消防本部も積極的に養成を進めているが、認定に際しては３０症例以上実施する必要があり、消防本部によって
は、実施機会が少ない等の理由により伸び悩んでいる。
　薬剤投与のできる救急救命士の割合については、今後も目標値の１００％に近づく見込みである。

うち一般財源（千円） 14,558 10,760

２６年度実績 ２７年度計画

26年度 27年度
指標名 救急救命士のうち気管挿管のできる救急救命士の割合

年度 23年度

47.70

目標値

気管挿管のできる救急救命士について、全体としては、
認定数は増加している。

気管挿管が行える救急救命士の養成に当たり、認定のために３０症例を実施する必要があるものの、消
防本部によっては、数ヶ月実施できない場合がある。

目
的

（１）対象 救急救命士

（２）意図 気管挿管、薬剤投与のできる救急救命士の比率を高める。

事務事業の名称 常備消防体制整備事業

事務事業評価シート（評価実施年度：平成２7年度） 上位の施策名称

事務事業担当課長 消防総務課長　角森　豪

施策Ⅱ－１－２　消防防災対策の推進

電話番号 0852-22-5886

24年度 25年度

50.00 52.0046.00 48.00

救急業務を高度化するため、気管挿管のできる救急救命士を増加
し救急救命率を高める

実績値

達成率

42.90

％

％

救急業務を高度化するため、薬剤投与のできる救急救命士を増加
し救急救命率を高める

実績値

23年度 24年度
指標名

87.30

救急救命士のうち薬剤投与のできる救急救命士の割合
年度

目標値

式・
定義 達成率

92.00

87.70

98.70 98.80

95.00

99.60

25年度

93.00

　
成
果
参
考
指
標

◎課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既
存の事業説明資料などを活用し、効率的・効果的に行ってください。

◎上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいよう
に、「５．評価時点での現状→６．成果があったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れ
となるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。

実施機会が少ない消防本部においては、管外医療機関の協力を得るなどして機会が確保できるよう取り組んでいく。

事
業
概
要

99.40101.30

93.30

26年度 27年度

式・
定義

90.80

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）６.成果があったこと（改善されたこと）

％

単位

91.90


